
 

令和４年度帰国者・接触者外来等設備整備事業費補助金交付要項 

 

（通則） 

第１条 知事は、帰国者・接触者外来等の設置者（以下「事業者」という。）

が行う設備整備事業に要する費用に対し、予算の範囲内において補助金を交

付するものとし、当該補助金については、「令和４年度新型コロナウイルス

感染症緊急包括支援事業（医療分）実施要綱」（令和４年４月１日付け医政

発０４０１第２３号・健発０４０１第３号・薬生発０４０１第２３号厚生労

働省医政局長・健康局長・医薬・生活衛生局長通知。）「令和４年度新型コ

ロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）交付要綱」（令和４年４

月１日付け厚生労働省発医政０４０１第１０号・厚生労働省発健０４０１第

３号・厚生労働省発薬生０４０１第２８号厚生労働事務次官通知。）及び茨

城県補助金等交付規則（昭和 36 年茨城県規則第 67 号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要項の定めるところによる。 

 

（対象期間） 

第２条 この補助金の対象期間は令和４年４月１日から令和４年９月３０日ま

でとする。 

 

（交付の目的） 

第３条 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に十分対応し、同感染症の

疑い例を、診療体制等の整った医療機関に確実につなぐため、疑い例を

診察する帰国者・接触者外来等の設備を強化することにより、県民の不

安を軽減するとともに、まん延を出来る限り防止することを目的とす

る。 

 

（交付の対象） 

第４条 この補助金は、事業者が行う帰国者・接触者外来等の設備整備事業を

交付の対象とする。 

 

 

（事業計画等の策定） 

第５条 補助金の交付の申請をしようとする者は、事業計画書、所要額調書及び

所要額明細書を、別紙様式１及び別紙様式２により作成し、別に定める日まで

に知事に対して提出するものとする。 

 

（交付額の算定方法） 

第６条 この補助金の交付額は、次により算出された額とする。ただし、算定

された額に１,０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるも

のとする。 

（１）別表の第１欄に定める基準額と、同表の第２欄に定める対象経費の実支

出額とを比較して少ない方の額を選定する。 



 

（２）（１）により選定された額と、総事業費から寄附金その他の収入額を控

除した額とを医療機関ごとに比較して少ない方の額を交付額とする。 

 

（申請手続） 

第７条 事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書

（様式第１号）によるものとし、別に定める期日までに知事に提出するもの

とする。 

２ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税

及び地方消費税に相当する額のうち消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規

定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方

税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額と

の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、

これを減額して申請しなければならない。 

  ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らか

でない事業主体に係る部分については、この限りではない。 

 

（補助金の概算払） 

第８条 知事は、補助事業の円滑な遂行上必要と認めるときは、補助金交付決

定額の９０パーセント以内の額を概算払いすることができる。 

２ 事業者は、前項の規定により概算払を受けようとするときは、概算払を必

要とする事由及び所要見込額を記載した概算払申請書を知事に提出するもの

とする。 

 

（交付決定の通知） 

第９条 知事は第７条の申請を受けたときは、これを審査のうえ補助金の交付

を決定し、補助金交付決定通知書（様式第２号）により当該事業者に通知す

るものとする。 

２ 知事は前項の決定にあたって必要があると認めるときは、経理状況その他

の事項について当該事業者に関係書類の提出を求め、又は実地に調査を行う

ことができる。 

 

（申請の取り下げ期間） 

第１０条 規則第８条第１項の知事の定める期間は、前条の補助金交付決定通

知書の送付を受けた日から１４日以内とする。 

 

（交付の条件） 

第１１条 この補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）補助事業の内容の変更（ただし、軽微な変更を除く。）をしようとする

場合には、事業内容変更承認申請書（様式第３号）によりあらかじめ知事

の承認を受けなければならない。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、知事の承認を受け

なければならない。 



 

（３）補助事業が実施年度内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった

場合には、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（４）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合にはそ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（５）補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 50 万円以上の器

械、器具及びその他の財産については、補助事業完了後においても善良な

管理者の注意をもって管理するとともに、目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し又は廃棄することなく、その効率的な運用

を図らなければならない。 

（６）補助金と補助事業に係る証拠書類等の管理については、事業に係る収入

及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類

を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助事業完了後５年間保管して

おかなければならない。ただし、消費税法第５８条の規定による帳簿の保

存は、同条に定める期間とする。 

 

（実績報告） 

第１２条 第９条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補

助事業者」という。）は、補助事業が完了したとき（補助事業を中止し、又

は廃止したときを含む。）は、補助事業が完了した日から起算して３０日を

経過した日又は補助事業が完了した年度の９月３０日のいずれか早い日まで

に、補助金実績報告書（様式第４号）に次の各号に掲げる書類を添えて、知

事に提出するものとする。 

２ 第７条第２項ただし書きにより交付の申請をした者は、前項の補助金実績

報告書を提出する場合において、第７条第２項ただし書きに規定する事業主

体に係る部分において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにな

った場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３ 第７条第２項ただし書きにより交付の申請をした者は、第１項の補助金実

績報告を提出した後において、消費税額及び地方消費税の申告により当該補

助金に係る消費税額等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の

規定により減額した各事業主体にあっては、その金額が減じた額を上回る部

分の金額）を消費税等仕入控除税額報告書（様式第５号）により速やかに報

告し、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１３条 補助金の額の確定は、補助金確定通知書（様式第６号）により行う

ものとする。 

 

 

   付 則 

 この要項は、令和４年６月１４日から施行し、令和４年４月１日から適用す

る。 



 

別表 

 

 

１ 基準額 

 

２ 対象経費 

 

３ 補助率 

・HEPAフィルター付き空気清浄機

（陰圧対応可能なものに限る） 

１施設あたり905,000円 

 

・HEPAフィルター付きパーテーシ

ョン 

１台あたり205,000円 

 

・個人防護具 

１人あたり3,600円 

 

・簡易ベッド 

１台あたり51,400円 

 

・簡易診療室及び付帯する備品 

１つあたり5,060,000円 

帰国者・接触者外来等の設備

を購入するために必要な設備

購入費等（個人防護具等を購

入するために必要な需用費(

消耗品費）、使用料及び賃借

料、備品購入費）  

10分の10 

  

 


